
面　　積

27年 人 ｋ㎡

増減率 ％ 22　年

28.1.1 人 国　調 11.8 ％ 27.7 ％ 60.4 ％

27.1.1 人
17　年 871 人 1,860 人 3,590 人

増減率 ％ 国　調 13.7 ％ 29.2 ％ 56.3 ％

平成27年度 増減額

1. ① 6,093,453 1,329,748 27.9 ％

2. ② 5,764,651 1,374,235 31.3 ％

3. ③ 328,802 △ 44,487 △ 11.9 ％

4. ④ 173,607 △ 47,767 △ 21.6

5. ⑤ 155,195 3,280 2.2

6. ⑥ 3,280 54,534

7. ⑦ 89,581 △ 4,234 △ 4.5

8. ⑧ 0 0 -

9. ⑨ 40,000 △ 230,000 △ 85.2 ％

10. 52,861 280,300 ％

％

％

事 -

事 -

事 -

事 -

事 -

企適 -

企非 -

ガス事業

休養施設事業

種別
（注）会　　計　　名

国民健康保険事業（事業勘定）

国民健康保険事業（直診勘定）

介護保険事業（保険事業勘定）

介護保険事業（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業

-

195,779

-

39,087

（総費用）

2,035,643

-

1,223,0611,277,482

-

119,852

歳　　出

269,750

6,134

2,421

778

79,274

-

54,421

-

651

-

119,201

歳　　入

（総収益）

2,114,917

-

人口密度

決 算 状 況
人　　　　　口

221,374

標 　　　準 　　　財 　　　政　　 　規　　 　模

1,218,869

3,087,243

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額 2,547,370

翌年度に繰り越すべき財源

4,390,416

0繰 上 償 還 金

△ 8.2

住 民
基 本
台 帳

151,915

差引(形式収支)(①-②)

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

国 勢
調 査

373,289

22年

4,763,705

11,830

12,052

△ 1.8

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名

市 町 村
類 型

白 子 町

平  成  27 年  度

664
27.50

人口集中地区人口

22年国調

124249

第１次
12,151 405.4

対H26増減率

3,386 人

0.49

人

H27年度末の債務保証額又は損失補償額

△ 51,254

△ 227,439

93,815

経 常 収 支 比 率

4,362,869

1,110,245

0

第 三 セ ク タ ー 等 名

 

将 来 負 担 比 率 43.0                   

223,661

連 結 実 質 赤 字 比 率 -

実 質 公 債 費 比 率 2.2                     

健　全　化　判　断　比　率

270,000

 

歳 出 総 額

歳 入 総 額

平成26年度区　　　　　　　分

就
業
人
口

-

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

人

11,149 人 27年国調
人

人
-

135,623

5,000

0

実 質 収 支 比 率

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

積 立 金 現 在 高

地　方　公　営　事　業　会　計　の　状　況

うち臨時財政対策債発行可能額

単 年 度 収 支

積 立 金

実 質 赤 字 比 率 -

272,171

6,912

（単位：千円）

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）
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H27普通交付
税 種 地 区 分

Ⅲ－１

番号

Ⅱ3

第３次

産　　　　業　　　　構　　　　造

区　　分 第２次

81.6

1,477,462

債務負担行為支出予定額

財　政　指　標　等

5.0

地 方 債 現 在 高

う ち 財 政 調 整 基 金

1,554

実質収支
（純損益）

人

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

普通会計からの
繰入額

注）「企適」は、平成27年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地方
公営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記事業のうち収益事業をいう。
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経常一般財源等 決算額 経常的経費充当一般財源等

21.3 ％ △ 0.3 ％ 1,295,742 1,078,740 18.7 ％ △ 3.0 ％ 1,034,774

1.2 4.2 71,443 692,604 12.0 △ 3.9

0.0 △ 12.3 1,901 474,714 8.2 1.9 150,964

0.1 △ 27.5 6,916 282,431 4.9 △ 0.8 282,431

0.1 8.1 7,224 元 金 246,272 4.3 0.6 246,272

3.3 65.9 199,737 利 子 36,159 0.6 △ 9.6 36,159

0.0 - 0 0 0.0 - 0

0.0 - 0 1,835,885 31.8 △ 1.5 1,468,169

0.3 39.8

0.0 - 751,329 13.0 5.9 267,834

0.1 6.2 3,187 23,518 0.4 △ 0.5 21,331

26.2 14.7 1,245,987 21.6 106.7 424,577

21.8 10.3 308,471 5.4 △ 1.4

2.0 1.5 1,804 0.0 △ 45.9 1,804

2.3 120.9 483,330 8.4 5.8 391,837

52.5 9.8 2,933,669 4,341,853 75.3 18.7 2,575,552

0.0 5.0 2,610

0.2 15.7 0 15,857 0.3 2.6

1.8 △ 0.9 39,135 1,298,171 22.5 112.3

0.1 △ 0.8 0 433,988 7.5 71.6

9.4 54.4 837,049 14.5 148.8

0.0 - 0 0 0.0 -

7.2 36.8 27,134 0.5 22.8

0.1 46.1 394 0 0.0 皆減

0.2 △ 6.0 0 0.0 -

0.9 △ 79.9 1,298,171 22.5 111.6

6.1 20.8

2.2 15.6 274 94,120 1.6 △ 5.5

19.2 281.0 5,000 0.1 0.0

0.0 - 25,507 0.4 92.1

3.0 △ 10.0 0 0.0 -

100.0 27.9 2,976,082 5,764,651 100.0 31.3

5.2 125.1 209,099 3.6 98.0

超過課税分収入済額 決算額

42.0
％

2.3
％

0 87,546 1.5
％

5.6
％

所 得 割 33.7 2.1 0 725,683 12.6 △ 0.8

法 人 税 割 4.6 8.5 0 1,311,603 22.8 3.7

47.8 △ 2.8 0 478,547 8.3 0.4

土 地 16.2 △ 0.6 0 4,728 0.1 17.9

家 屋 24.3 △ 6.6 0 803,371 13.9 340.8

償 却 資 産 7.2 6.2 0 129,181 2.2 33.9

10.1 2.0 0 1,037,623 18.0 110.4

100.0 △ 0.3 0 264,344 4.6 △ 0.5

△ 6.9 634,594 11.0 26.6

0 0.0 皆減

97.8
％

21.2
％

87.3
％

282,431 4.9 △ 0.8

市 町 村 民 税 97.9 18.7 88.6 5,000 0.1 0.0

固 定 資 産 税 97.3 22.6 84.3 0 0.0 -

91.4 16.4 66.2 5,764,651 100.0 31.3

H27決算額 地方債

143,685 0

539,270 443,500

415,303 377,600

注）表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

注）調査項目がない場合、指標又は増減率等が算定されない場合は、「－」で表しています。

全 体 事 業 費 の 財 源 内 訳

36,400

前 年 度 繰 上 充 用 金

合　　　　　　　計

公 債 費

その他特定財源 一般財源

890,044

6,093,453

諸 支 出 金

総 務 費

民 生 費

544,670

436,706

災 害 復 旧 費

93,524

131,085

農 林 水 産 業 費

商 工 費

315,170

1,295,742

399,188

消 防 費

教 育 費

209,495

土 木 費

労 働 費

衛 生 費

構成比 対H26増減率

議 会 費

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税

前 年 度 繰 上 充 用 金

積 立 金

対H26増減率

失 業 対 策 事 業 費

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

区　　　　　分

合　　　　　　　計

維 持 補 修 費

地 方 交 付 税

投資及び出資金 ・貸付金(経常的なものを除く )

手 数 料

繰出金 ( 経 常 的 な も の を 除 く )

7,600

1,594,613

2,610交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

内
訳

1,328,501

経 常 的 経 費 小 計

123,967

142,145 経 常 的 繰 出 金

1,328,501

3,187

震災復興特別

投資的経費のうち人件費

投資及び出資金・貸付金（経常的なもの）

補 助 費 等

56,350 投 資 的 経 費 小 計

3,441

110,767

国直轄事業負担金
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

特　　　 　　別

普　　　 　　通

分 担 金 及 び 負 担 金

574,673 単 独

補 助

普 通 建 設 事 業 費

内
訳

県 営 事 業 負 担 金

決算額区　　　　　分 構成比

う ち 東 日 本 大 震 災 分 う ち 東 日 本 大 震 災 分

都 道 府 県 支 出 金

373,289

134,341

地 方 債

合　　　　　　　計

318,108

9,777

441,631

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 180,000

0う ち 減 収 補 填 債 特 例 分

災 害 復 旧 事 業 費

1,169,000

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 特 例 交 付 金 等

国 庫 支 出 金

使 用 料

3,199,781一　般　財　源　計

0

10,193

地 方 税

6,916

7,224

地 方 譲 与 税 71,443

1,901

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

1,295,742

利 子 割 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金 19,018

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

0
19,018

物 件 費

0

0 義 務 的 経 費 小 計

内
訳

一 時 借 入 金 利 子

199,737

元 　利
償還金

番号

市 町 村 名

歳　　　　　　　　　　　　　　入

市町村類型白 子 町 Ⅲ－１

区　　　　　分 決算額

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

構成比 対H26増減率

人 件 費

構成比 対H26増減率

扶 助 費

区　　　　　分

う ち 職 員 給

公 債 費

うち一部事務組合に対するもの

事 業 名 事 業 年 度
全 体 事 業 費

市 町 村 民 税

徴
収
率

滞納繰越分 合　　　計

国民健康保険税（料）

合 計

そ の 他

国民健康保険税（料）

固 定 資 産 税

現年課税分

市 町 村 税

区　　　　　分

59,846

619,987

大　規　模　事　業　の　状　況

国県支出金

0

0

0

296,682

95,770

15,343排水機場整備事業 H26～H27 429,343

H27 539,270

地籍調査事業 H24～H34 1,186,726

国営かんがい排水事業 0


